
災害時における職員の宿泊施設の確保等の協力に関する協定書（案） 

 

国土交通省中部地方整備局長 森本 輝（以下「甲」という。）と○○○（株）代表○○（以下

「乙」という。）とは、災害時における職員の宿泊施設の確保等の協力に関して、次のとおり協定

を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、地震・大雨等の自然災害等が発生した場合に、被害の拡大防止及び被災 

施設の早期復旧のために中部地方整備局の職員が被災地に派遣される際に必要となる宿

泊施設の確保に向け、宿泊施設の施設情報の提供及び予約について協定の相手方の協力

を受けることにより、迅速かつ円滑な宿泊施設の確保に寄与することを目的とする。 

 

（協定の実施範囲） 

第２条 宿泊施設の確保等の範囲は、日本国内とする。 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、自然災害等が発生し必要と認めるときは、乙に対し被災現場等の周辺にある宿 

泊施設の施設状況の情報提供や予約を要請することができる。 

２ 乙は、前項の要請があった場合には、無償でこれに応ずるものとする。 

 

（協定の有効期間） 

第４条 本協定の期間は、協定を締結した日から令和１０年３月３１日までとする。ただし、本協 

定の期間満了後も甲乙いずれからの申出が無い場合は、協定関係を継続することとする。

なお、その場合は従前と同一の内容で、さらに３年間更新するものとする。 

２ 本協定締結後、甲乙いずれかの申出により、本協定は廃止することができるものとする。な

お、申出の時期は廃止する期日の１か月以前とする。 

 

（協定の解除権） 

第５条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、前条第２項にかかわらず本協定を解除す

ることができるものとする。 

一 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」にて、 

北海道、東北、関東、東海・北陸、近畿、中国、四国及び九州・沖縄地域の競争参加資 

格を有する者でないと認められるとき。 

二 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当し

ている者と認められるとき。 

三 旅行業法施行規則（昭和４６年１１月１０日運輸省令第６１号）第１条の２第１項第１号及 

び第２号の旅行業の登録をしている者でないと認められるとき。 

四 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基づ 

き再生手続開始の申立がなされている者（競争参加資格に関する公示に基づき（１）の競 

争参加資格を継続する為に必要な手続きをおこなった者を除く。）と認められるとき。 

五 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国 

案 



土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者と認められると

き。 

六 個人情報の取扱に関し、社内に秘密保持体制が整っていないこと、又は、一般財団法 

人日本情報経済社会推進協会からプライバシーマークの付与認定を受けた法人でない 

と認められるとき。 

 

（その他） 

第６条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じたときは、その都度、甲乙が協

議するものとする。 

 

 

 

令和７年  月  日 

 

 

 

甲 愛知県名古屋市中区三の丸２丁目５番１号 合同庁舎第２号館 

                  国土交通省 

                  中部地方整備局長 森本 輝 
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